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平成25年度の実施状況の概要について

（国有林野事業の役割と一般会計への移行）

国有林野は、我が国の国土の約２割、森林面積の約３割を占めて

おり、その多くは奥地脊 梁山地や水源地域に分布し、原生的な天
せきりょう

然林※も多く残されています。

国有林野の管理経営については、その立地や森林資源等の状況を

踏まえ、国土の保全その他国有林野の有する公益的機能の維持増進

を図るとともに、林産物を持続的かつ計画的に供給するほか、国有

林野の活用によりその所在する地域の産業の振興又は住民の福祉の

向上に寄与することを目標として実施しています。

このような中、平成23年７月26日に閣議決定された「森林・林業

基本計画※」等を踏まえ、近年の森林に対する国民の多様な要請に

応えるため、国有林野事業は、上記の目標の下、公益重視の管理経

営を一層推進するとともに、その組織、技術力及び資源を活用して

我が国の森林・林業の再生へ貢献することが必要とされています。

このため、平成24年６月27日に公布された「国有林野の有する公

益的機能の維持増進を図るための国有林野の管理経営に関する法律

等の一部を改正する等の法律」（以下「国有林野管理経営法等改正

法」という。）に基づき、企業的運営のための国有林野事業特別会

計を廃止し、平成25年４月１日より、国有林野事業は、その組織・

事業の全てを一般会計に移行しています。

一般会計への移行と併せて、平成24年12月19日には「国有林野の

管理経営に関する基本計画」（以下「管理経営基本計画」という。）

を変更しました。
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平成25年度から変更した計画の下、民有林に係る施策との一体的

な推進を図りつつ、公益重視の管理経営を一層推進するため、新た

な機能類型の下での管理経営や「公益的機能維持増進協定※」に基

づく国有林野及びこれに隣接・介在する民有林野の一体的な整備及

び保全等に取り組んでいます。また、その組織、技術力その他各種

資源を活用し、林業の低コスト化等森林・林業全体の再生に貢献で

きる取組等を進めています。

（参考１）国有林野管理経営法等改正法案の提案理由説明
（平成24年第180国会 農林水産省）（抜粋）

国有林野事業は、これまで、奥地の水源地域などに多く所在

する国有林野について、その公益的機能の維持増進を基本とし

つつ、特別会計により企業的に運営してきたところであります。

一方、我が国の森林・林業の状況をみると、国有林及び民有

林を通じた森林の公益的機能の発揮が強く期待されており、ま

た、地域によっては、国有林に隣接する民有林において十分な

整備や保全が行われていない状況もみられます。

このような状況を踏まえ、国有林野の有する公益的機能の維

持増進を図るため、国有林野事業について、国有林と民有林の

一体的な整備及び保全を図るための仕組みを創設するとともに、

特別会計により企業的に運営する事業から、一般会計で実施す

る事業に見直すこととした次第であります。

＊右肩に「※」と書いてある用語については、解説を123～128ページに掲載。
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（参考２）

「国有林野の管理経営に関する基本計画」の変更のポイント

国有林野は、「国民の森林」として引き続き一体的に管理経営し、
も り

民有林施策との一体的な推進を図りつつ、次のような取組を一層計

画的に実施。

１ 公益重視の管理経営の一層の推進

・ 重視すべき機能に応じ５タイプに区分し、公益林として管理経営

・ 適切な管理経営を通じた地球温暖化防止や生物多様性保全への貢献

・ 公益的機能維持増進協定制度を活用した隣接・介在する民有林と

の一体的な整備・保全の推進

２ 森林・林業再生への貢献

・ 国有林の組織・技術力・資源を活用し、林業事業体の育成、民有

林と連携した施業の推進、林産物の安定供給等民有林の経営に対す

る支援等に積極的に取り組み、我が国の森林・林業の再生へ貢献

３ 「国民の森林」としての管理経営、地域振興への寄与等
も り

・ 国民の財産である国有林野をより開かれた「国民の森林」として
も り

管理経営

・ 再生可能エネルギーを利用した発電に資する活用の推進

・ 海岸防災林の再生や国有林野の活用、復興用材の供給、国有林野

の除染等による東日本大震災からの復旧・復興への貢献
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（参考３）

国有林野事業の一般会計移行までの概要

農林省山林局
所管の国有林
（北海道以外）

宮内省帝室林野局
所管の御料林

内務省北海道庁
所管の国有林
（北海道）

昭和22年 林政統一
３省庁所管の国有林が農林省所管となる。
（企業的運営による独立採算方式の特別会計制度を採用）

昭和30年代
高度経済成長等に伴う木材需要の増大を背景に、伐採量が

拡大し、要員規模も拡大。
財務状況が好調に推移したことから、林政協力費として一

般会計への繰入れ等を実施。

昭和40年代以降
公益的機能発揮の要請の高まりや、木材貿易の完全自由化

等による外材の輸入増加に伴う伐採量減少、木材価格の下落
等から、財務状況が急速に悪化。

昭和53、59、62、平成３年
４次にわたる改善計画（自主改善努力）にもかかわらず、

経営状況はさらに悪化。

平成10年
国有林野を将来にわたって適切かつ効率的に管理経営する

ため、国有林野事業を抜本的に改革。

平成25年
公益重視の管理経営の一層の推進と森林・林業再生への貢

献のため、組織・事業の全てを一般会計へ移行。
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（管理経営基本計画及び平成25年度の実施状況）

国有林野事業では、国有林野の管理経営の基本方針を明らかにす

るため、あらかじめ国民の意見を聴いた上で、管理経営基本計画を

策定し、これに基づき管理経営を行っています。

管理経営基本計画は、10年を１期とする計画で、５年ごとに改定

することになっています。

平成25年度は、一般会計への移行と併せて、平成24年12月に変更

した管理経営基本計画に基づき、国民共通の財産である国有林野を

名実ともに開かれた「国民の森林」としていくため、①新たな機能
も り

類型の下での国土保全や水源涵養等の公益的機能の維持増進や公益
かん

的機能維持増進協定の締結推進、②森林・林業再生に貢献するため、

林業の低コスト化につながる取組や民有林と連携した森林施業※等

の推進、③森林環境教育や森林とのふれあい等の推進、④地球温暖

化防止、生物多様性の保全等、政策課題への率先した取組等に努め

ました。

本報告は、こうした平成25年度における管理経営基本計画の実施

状況について、国民の理解をいただけるよう、写真と図表を用いて

できるだけ分かりやすく記載したものです。
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（平成25年度の主な取組）

平成25年度に実施した主な取組は、以下のとおりです。

（１）公益重視の管理経営の一層の推進

○ 新たな５タイプの機能類型の下で、長伐期施業※や育成複

層林※へ導くための施業等を実施しました。（９、11ページ）

○ 外来種駆除や間伐※等を国有林野及びこれに隣接・介在す

る民有林野において一体的に実施する「公益的機能維持増進

協定」を締結しました。（101ページ）

○ 台風や集中豪雨等による山地災害の復旧等や、民有林の被

害調査への支援に迅速に対応しました。（17ページ）

（２）森林・林業再生に向けた貢献

○ コンテナ苗※の活用等地域の状況に応じた低コストで効率

的な施業のための技術の開発・普及に取り組みました。（21、

29ページ）

○ 事業発注やフィールド提供等により、林業事業体や森林技

術者等の人材育成に取り組みました。（23、27ページ）

○ 民有林と連携した森林施業等の推進のため「森林共同施業

団地」を設定し、一体的な路網※整備等を実施しました。

（25ページ）

（３）森林環境教育や森林とのふれあい等の推進

○ 「遊々の森」や「ふれあいの森」等の設定を進め、森林環
ゆうゆう

境教育の推進や自主的な森林づくり活動を支援するためのフ

ィールド提供、各種活動への技術指導等に取り組みました。

（35、43ページ）

○ 森林保全等に取り組むＮＰＯ※や地域住民等と連携し、森

林整備活動や再生活動等に取り組みました。（43ページ）
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（４）政策課題への率先した取組

○ 森林の健全性を保つとともに、地球温暖化の原因となる二酸

化炭素の吸収・貯蔵を進めるため、間伐等を推進するとともに、

間伐材等の有効利用を進める観点から搬出・供給に努めるほか、

庁舎や治山施設等における木材利用を推進しました。（49ページ）

○ シカ等の野生鳥獣による被害を防止するため、地方自治体

やＮＰＯ等と連携して、効果的な捕獲技術の開発・実用化等

を含め、個体数管理や生息環境整備等の総合的な対策に取り

組みました。（63ページ）

○ 生物多様性の保全を図るため、適切な森林施業の計画・実

施による林分構造の多様性の確保、「保護林」や｢緑の回廊｣

の設定・変更、保全管理活動、モニタリング調査の実施等の

順応的な管理経営に取り組みました。（53、69ページ）

（５）林産物の持続的かつ計画的な供給

○ 機能類型区分に応じた適切な施業の下、林産物を持続的か

つ計画的に供給し、地域における木材の安定供給に貢献しま

した。（87ページ）

○ 価格急変時の供給調整機能の発揮のため、「国有林材供給

調整検討委員会」を設置し、木材市況の分析やこれに基づく

供給調整を実施しました。（87ページ）

（６）効率的な事業の実施

○ 伐採・造林等の事業の民間委託や情報システムの活用等に

より、効率的な事業運営に努めました。（105ページ）

○ 計画的な収穫量の確保や施業の低コスト化等に取り組むと

ともに、62億円の債務返済を行いました。（109ページ）

（７）東日本大震災からの復旧・復興への貢献

○ 被災した海岸防災林の再生を進めるとともに、生活圏周辺

の国有林野の除染や森林における除染に関する技術開発等の

ための実証事業等に取り組みました。（117ページ）


